
   

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

東 日 本 大 震 災 ，福 島 第 一 原 発 の 事 故 は ，わ が 国 の エ ネ ル ギ ー ，と く に 電 力 供 給 の あ り 方 に 大 き

な 一 石 を 投 じ た 。例 え ば ，原 発 の 安 全 性 や 健 康 に 対 す る リ ス ク へ の 不 安 か ら ，温 室 効 果 ガ ス 削 減

の た め の 中 核 的 政 策 で あ っ た 原 発 推 進 は ，中 長 期 的 に か な り 難 し く な っ た と い え る 。そ の よ う な

状 況 の 中 ，国 産 の 自 然 エ ネ ル ギ ー（ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー ）に 対 し て 注 目 が 集 ま っ て い る 。再 生 可

能 エ ネ ル ギ ー の 発 電 設 備 導 入 を 促 進 す る た め に ，太 陽 光 ，風 力 ，水 力 ，地 熱 ， バ イ オ マ ス な ど の

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー で 発 電 し た 電 力 の 全 量 を ，一 定 期 間 ，一 定 価 格 で 買 取 る 義 務 が 電 気 事 業 者 に

課 さ れ る 「 電 気 事 業 者 に よ る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 電 気 の 調 達 に 関 す る 特 別 措 置 法 」（ 再 生 可 能 エ

ネ ル ギ ー 促 進 法 ）も ，先 の 国 会 で 成 立 し た 。こ の よ う な 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 利 用 を 推 進 す る 流

れ の 中 で ，わ た し た ち は ど の よ う な 立 場 で エ ネ ル ギ ー を 考 え る べ き で あ ろ う か 。こ こ で は ，エ ネ

ル ギ ー 生 産 の 効 率 ，環 境 負 荷 に 着 目 し て ，再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 評 価 の い く つ か の 視 点 を 紹 介 す る 。 

 

 

 

石 油 は ，使 い 勝 手 の い い エ ネ ル ギ ー 資 源 で あ る 。少 な い 量 で 高 い エ ネ ル ギ ー が 得 ら れ る か ら で

あ る 。 1 リ ッ ト ル の 石 油 （ ガ ソ リ ン ） で ， 10％ 勾 配 の 道 を 10 分 で 10km 走 行 す る 自 動 車 は 少

な か ら ず あ る 。現 在 で は ，1 リ ッ ト ル で 20km 以 上 走 る 車 も あ る 。車 の 重 量 を 1 ト ン と す る と ，

1 リ ッ ト ル の 石 油 は 1 ト ン の 鉄 の 塊 を 10 分 間 で 1,000m も ち 上 げ た こ と に な る 。 石 油 は ， エ

ネ ル ギ ー の 塊 と い っ て よ い だ ろ う 。  

し か し ，石 油 が 重 宝 が ら れ る 理 由 は 他 に も あ る 。実 は ，こ ち ら の 方 が 本 質 的 な 理 由 か も し れ な

い 。そ れ は ，同 じ 量 の エ ネ ル ギ ー を 得 る た め に 必 要 と す る 費 用 や エ ネ ル ギ ー が ，他 の 燃 料 に 比 較

し て ，圧 倒 的 に 安 く ，少 な く て 済 む か ら で あ る 。ど う い う こ と か と い う と ，1 ト ン の 鉄 の 塊 を 10

分 間 で 1,000m も ち 上 げ る た め に 必 要 な エ ネ ル ギ ー を ， 150 円 程 度 で 買 う こ と が で き ， そ の 燃

料 を 100kg の 鉄 の 塊 を 10 分 間 で 数 m も ち 上 げ る エ ネ ル ギ ー で つ く り 出 す こ と が で き る ，そ の

よ う な エ ネ ル ギ ー 資 源 が 石 油 だ と い う こ と で あ る 。  

 

（ １ ） エ ネ ル ギ ー 収 益 率  

必 要 と す る エ ネ ル ギ ー（ 出 力 エ ネ ル ギ ー ）を 得 る た め に ，ど の く ら い の エ ネ ル ギ ー（ 投 入 エ ネ

ル ギ ー ） が 必 要 か を 表 す 指 標 に ， EPR（ Energy Profit Ratio） が あ る 。 EPR は ， ラ イ オ ン が シ

マ ウ マ を 捕 ま え て 生 き て い る と き ，シ マ ウ マ を つ か ま る た め に 使 う エ ネ ル ギ ー よ り シ マ ウ マ を 食
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東 日 本 大 震 災 以 降 、日 本 では、原 子 力 発 電 への依 存 度 を減 らすための様 々な代 替 エネルギーへの関 心 が

高 まっています。今 回 は、小 水 力 やバイオマスなどの再 生 可 能 エネルギーに関 する研 究 を行 っている茨 城 大 学

農 学 部 教 授 の小 林 久 氏 に『再 生 可 能 エネルギーを評 価 する視 点 』について寄 稿 していただきました。 

 

はじめに 

1. エネルギー収支からエネルギーを評価する



   

べ て 得 る エ ネ ル ギ ー の 方 が 小 さ い の な ら ，寝 て い る 方 が ま し で あ る ，と い う こ と を 示 す よ う な 指

標 で あ る 。EPR が 1.0 な ら ，か ろ う じ て 生 き な が ら え る こ と が で き る が ，1.0 以 下 な ら シ マ ウ マ

を 捕 ま え る た め の エ ネ ル ギ ー を 使 う と ラ イ オ ン は 生 き て ゆ け な い と い う こ と を 示 す こ と が で き

る 指 標 で あ る 。  

表 1 発 電 方 式 別 の エ ネ ル ギ ー 入 出 力 比  

 

出 典：世 界 原 子 力 協 会（ http://world-nuclear.org/info/inf11.htm），（ 財 ）

エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所 (2005)  

 

エ ネ ル ギ ー 資 源 や エ ネ ル ギ ー 技 術 も ， EPR が 1.0 以 上 で な い と 生 産 し ， 供 給 す る こ と は エ ネ

ル ギ ー の 無 駄 遣 い と い う こ と に な る 。EPR は ，エ ネ ル ギ ー 資 源 や 技 術 の 価 値 を ，共 通 の「 も の さ

し 」で 計 る こ と が で き る 指 標 と い え ，様 々 な エ ネ ル ギ ー の 有 効 性 の 比 較 や 評 価 に 用 い る こ と が で

き る 。  



   

表 1 は ， エ ネ ル ギ ー 入 出 力 比 と し て ， 様 々 な 発 電 方 式 の EPR を ま と め た も の で あ る 。 こ の 表

に よ れ ば ，原 子 力 発 電（ 遠 心 分 離 濃 縮 ）は「 1」の 投 入 で「 50」程 度 の エ ネ ル ギ ー が 生 産 で き る

が ，太 陽 光 発 電 は「 1」の 投 入 で「 10」程 度 の 生 産 し か で き な い こ と に な る 。な お ，日 本 の 発 電

方 式 別 の EPR と し て は ， 石 炭 火 力 6.55， 石 油 火 力 7.90， 原 子 力 17.40， 中 小 水 力 は 15.30，

太 陽 光 2.00， 風 力 1.90 と い う 推 計 が あ る （ 天 野 治 ， 日 本 経 済 新 聞 ， 2006/7/2） 。   

 

（ 2） エ ネ ル ギ ー ペ イ バ ッ ク 率  

同 じ 表 記 の EPR に は ，エ ネ ル ギ ー ペ イ バ ッ ク 率（ Energy Payback Ratio）と い う も の も あ る 。

こ れ は ，施 設 建 設 ，燃 料 と し て の エ ネ ル ギ ー 消 費 ，運 転 保 守 な ど ，エ ネ ル ギ ー 生 産 プ ラ ン ト の 生

涯 に わ た る エ ネ ル ギ ー 消 費 量（ ラ イ フ サ イ ク ル ・ エ ネ ル ギ ー 消 費 ）に 対 す る ，プ ラ ン ト の 総 エ ネ

ル ギ ー 生 産 量 の 割 合 を 表 す 指 標 で あ る 。 ヨ ー ロ ッ パ 小 水 力 発 電 協 会 （ ESHA） に よ れ ば ， 太 陽 光

発 電 の “ Energy Payback Ratio” は 「 3〜5」 ， 風 力 発 電 の そ れ は 「 10〜30」 ， 小 水 力 発 電 は

「 80〜100」 で あ る （ 表 2） 。 ま た ， 北 米 の プ ラ ン ト を 対 象 と し た 推 計 で は ， 原 子 力 「 16」 ，

石 炭 火 力「 11」，石 油 火 力「 5」な ど に 対 し て ，水 力 は 桁 違 い に 大 き く「 200」を 超 え る 施 設 が

多 い 。  

表 2 再 生 可 能 電 源 の エ ネ ル ギ ー ペ イ バ ッ ク 率  

発 電 方 式  EPR 

小 水 力 発 電 （ 1万 kW以 下 ）   80〜100 

大 水 力 発 電  100〜200 

太 陽 光 発 電  3〜5 

風 力 発 電  10〜30 

ESHA（ 2010） “ The Role of Small Hydropower in the EU-27”   

 

 

 

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 電 力 は ，燃 料 が 要 ら な い の で ，石 油 ，石 炭 ，天 然 ガ ス に 起 因 す る 温 室 効

果 ガ ス を 発 電 時 に 排 出 し な い 。燃 料 燃 焼 に と も な う 直 接 排 出 が な い か ら で あ る 。た だ し ，発 電 設

備・機 器 の 製 作 や 発 電 所 の 建 設 時 に は 各 種 の 車 両 や 機 械 が 動 く た め に 燃 料 が 使 わ れ ，コ ン ク リ ー

ト な ど が 消 費 さ れ る 。こ れ ら 施 設 ・ 設 備 整 備 ，維 持 管 理 に 必 要 な エ ネ ル ギ ー や 物 資 の 消 費 に と も

な っ て 排 出 さ れ る 温 室 効 果 ガ ス を 間 接 排 出 と い う 。図 1 は ，発 電 方 式 別 の 直 接 排 出 と 間 接 排 出 に

分 け た 1kWh 当 た り の CO2 排 出 量 で あ る 。 原 発 に 関 し て は 廃 棄 段 階 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 が 適 正

に 見 積 も ら れ て い な い な ど の 指 摘 も あ る が ，原 発 と 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 排 出 量 が 圧 倒 的 に 小 さ

い こ と が 分 か る 。  

な か で も ，水 力 発 電 の 排 出 量 は 最 も 少 な い 。こ れ は ，水 力 発 電 所 が 長 持 ち す る か ら で あ る 。一

般 的 に ，原 子 力 発 電 や 地 熱 発 電 は ，施 設 規 模 が 桁 違 い に 大 き く ，ス ケ ー ル メ リ ッ ト に よ り 間 接 排

出 を 小 さ く す る こ と が で き る 。対 し て ，水 力 発 電 所 は ，規 模 よ り も 稼 働 時 間 の 長 さ で ，間 接 排 出

を 小 さ く し て い る 。 た と え ば ， 最 も 古 い RPS 認 定 施 設 は ， 1897 年 に 運 転 を 開 始 し た 中 部 電 力

の 岩 津 水 力 発 電 所 （ 140kW） で あ る 。 長 野 県 安 曇 野 に あ る 宮 城 （ み や し ろ ） 第 一 発 電 所 の 水 力

発 電 機 1 号 機 は ，1904 年 に 安 曇 野 電 気（ 株 ）に よ り 運 転 を 開 始 し て か ら 今 も 現 役 で 電 気 を 送 り

続 け て い る 。広 島 水 力 電 気（ 株 ）が 1907 年 に 建 設 し ，現 在 は 中 国 電 力（ 株 ）が 管 理 す る 川 内 発

電 所 も ， ま だ 現 役 で あ る 。 こ れ ら の 水 力 発 電 所 は ， い ず れ も 数 100kW 出 力 で あ る 。 小 規 模 で ，

原 発 や 火 力 発 電 所 に 比 較 し て 年 間 発 電 量 は 著 し く 少 な い が ，100 年 以 上 発 電 し 続 け る こ と で ，ラ

イ フ サ イ ク ル の 発 電 量 を 多 く し て ， 1kWh 当 た り の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 を 少 な く し て い る 。  

2. ライフサイクル CO2 排出 



   

こ の よ う に ，EPR の よ う な 指 標 は ，技 術 内 容 が 全 く 異 な る エ ネ ル ギ ー 生 産 の 客 観 的 な 比 較 や 評

価 に ， き わ め て 便 利 で あ る 。  

 出 典 ： 今 村 ・ 長 野（ 2010）「 日 本 の 発 電 技 術 の ラ イ フ サ イ ク ル  CO2 排 出 量 評 価  -2009 

年 に 得 ら れ た デ ー タ を 用 い た 再 推 計 -」 ， 電 中 研 研 究 報 告 Y09027. 

 

図 1 電 源 別 平 均 LC-CO2 排 出 量  

 

 

温 暖 化 ，資 源 枯 渇 ，そ し て 想 定 外
．．．

の 被 害 と と も に 明 ら か に な っ た 大 規 模 電 力 シ ス テ ム の 甚 大 な

潜 在 リ ス ク と 脆 弱 性 な ど の 問 題 か ら ，再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー が 注 目 さ れ て い る 。し か し ，わ た し は ，

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 開 発 や 未 来 の エ ネ ル ギ ー 供 給 に 関 す る 議 論 が ，必 ず し も 合 理 的 な 評 価 に 基 づ

い て い な い よ う に 感 じ る 。当 然 ，経 済 性 や 産 業 と し て の 波 及 効 果 ，供 給 の 安 定 性 や 制 御 性 な ど も

評 価 し て ， 多 面 的 側 面 か ら よ り 妥 当 な エ ネ ル ギ ー 資 源 や エ ネ ル ギ ー ミ ッ ク ス を 検 討 す べ き で あ

る 。環 境 へ の 影 響 や 技 術 の 地 域 受 容 性 も 重 要 な 視 点 か も し れ な い 。し か し ，貴 重 な 石 油 系 資 源 を

多 消 費 し な い ，エ ネ ル ギ ー 収 益 率 が 一 定 水 準 以 上 で あ る ，ラ イ フ サ イ ク ル に わ た る エ ネ ル ギ ー 生

産 が 大 き い な ど ，エ ネ ル ギ ー 収 支 の 評 価 視 点 は 最 も 重 視 さ れ な け れ ば な ら な い ，と 思 う 。と く に ，

農 林 産 物 と い う 太 陽 エ ネ ル ギ ー と 水 の 産 物 ，再 生 可 能 資 源 を 生 産 す る 農 業 や 農 村 地 域 に は ，最 も

重 要 な 視 点 だ と い え る 。い ま ま で ，農 業 分 野 は 湯 水 の よ う に エ ネ ル ギ ー を 消 費 す る 生 産 体 系 の 道

を 前 へ ，前 へ と 進 ん で き た 。今 回 の 東 日 本 大 震 災 と 原 発 事 故 は ，そ の 行 く 先 に 疑 問 を 投 げ か け た

の か も し れ な い 。こ れ を 機 会 に ，少 し 立 ち 止 ま っ て ，エ ネ ル ギ ー の 視 点 で ，未 来 の 農 業 や 農 村 を

デ ザ イ ン し 直 す こ と が あ っ て も よ い か も し れ な い 。  
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部 会 へ の ご 意 見 お 待 ち し て い ま す  

おわりに 



 

 

 

本部会の取組をより身近に考えるきっかけとして、Ｔ部会長からのコラムを掲載しています。 

今回は「排出責任は直接排出者か最終消費者か」をお届けします。 

 

１．電気・熱の排出責任 

排出責任といっても原発放射能のことではない。CO2をはじめとした温室効果ガス（GHG）の排出についての責任を誰

が負うべきかという意味である。 

例えば、地球温暖化対策推進法に基づくGHG排出量の報告義務は、直接排出者（つまり、化石燃料を消費した主体）が

行うこととなっている。これを直接排出量という。一方、発電や熱供給に伴うGHG排出については、実際に電気や熱を生

産するのにGHGを排出している部門ではなく、電気や熱を購入して使用した者が報告することとなっている。これを間接

排出量という。 

表１にわが国の部門別CO2排出量を直接排出法と間接排出法で算定したものを示した。
※１ 

2008 年の CO2排出量は合計で 12.１億ｔ-CO2余りである。このうちエネルギー転換部門（事業用発電、熱供給等）

の排出量を直接法で算定すると4.1億ｔ-CO2余りと、全

体の1/3を占める。一方、間接法で算定すると、0.79億

ｔ-CO2余りとなり、差し引きの 3.34 億ｔ-CO2は、電

気・熱利用者である他産業に再配分されている。 

再配分先で最も多いのが民生部門である。民生部門は直

接排出1.58億tが、間接排出では4.05億ｔ-CO2と2.47

億ｔ多くなっている。このうち、家庭での排出も間接排出

のほうが直接排出より1.12億ｔ多い。 

間接法の特徴は、最終消費部門における電力を含むエネ

ルギー使用量が把握できる反面、発電部門に起因するCO2

排出原単位の悪化の問題が、最終消費部門の排出増加とし

て現れるなど、その責任の所在が曖昧になる場合がある。

一方、直接法で計算すると電力・熱使用に伴う CO2排出

はエネルギー転換部門に計上されるので、最終消費者の節

電努力が阻害されやすいという欠点がある。 

 

２．移・輸出入に伴う排出責任 

直接法と間接法に似たような考え方に、生産者責任法と消費者責任法がある。ここでの定義は以下のとおりである。なお、

これは仮称であり、こうした言葉が認知されている訳ではない。 

○生産者責任法：生産活動に伴うGHG排出量は生産者が排出したと見なす方法 

○消費者責任法：生産活動に伴うGHG排出量は当該財及びサービスが消費されなければ生産されない 

はずだと考え最終消費者が排出したと見なす方法 

これらの概念を農業生産に伴うGHG排出で考えてみよう。 

例えば、北海道の食料自給率はエネルギー換算で 200％に近い。即ち、農産物の半分は都府県の消費者等が購入してい

ると考えても大きな間違いではない。この農業生産に伴うGHG排出量を全量、北海道から排出したものとして算定する方

法が生産者責任法である。一方、半分は都府県の消費者が購入・消費しているので、その分の生産に伴う排出責任は都府県

が負うべきだというのが消費者責任法である。 

後者の場合には、道民が購入している都府県の農

産物については当然、北海道からの排出という扱い

になる。農産物を含む商品の移出入に伴うGHG排

出は、生産者責任法に基づく場合と比較してどうな

るのだろうか。平成17年北海道地域産業連関表で

は、移入額（82,600 億円）が移出額（69,250

億円）をかなり上回るので※２、消費者責任法のほ

うが生産者責任法による GHG 排出量よりも多く

なるのではないかと想定される。図１は、北海道の

移出入額の大きいものを産業別に示した。ネット

（差し引き）で移出の多いのは農林水産業、飲食料

品、パルプ類が多いことがわかる。 

図１ 北海道の主な産業の移出入（H17 北海道産業関連表より） 

単位：千ｔ-CO2

直接排出 間接排出 差し引き

413,360 79,096 -334,264

339,203 418,990 79,787

228,099 235,485 7,386

157,779 404,870 247,091

うち家庭 59,023 171,027 112,004

うち業務 98,756 233,843 135,087

74,812 74,812 0

1,213,253 1,213,253 0

出展：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィスのデータをもとに作成
http://www-gio.nies.go.jp/aboutghg/nir/nir-j.html

表１　2008年の部門別直接・間接CO2排出量

その他

計

エネ転部門

産業部門

運輸部門

民生部門

-2,000,000

-1,500,000

-1,000,000

-500,000

0

500,000
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯

百万円

移出計 (控除)移入計

①農林水産業 ②飲食料品 ③パルプ・紙・板紙・加工紙 ④石油・石炭製品

⑤鉄鋼 ⑥一般機械 ⑦通信機械・同関連機器 ⑧自動車部品・同付属品

⑨商業 ⑩運輸 ⑪その他の情報通信 ⑫情報サービス

2011.10.17 



前記の例は、国内の話なので大きな問題にはなっていないが、これが国際貿易上の問題となると簡単にはいかない。GHG

の国際取り決めである京都議定書では、生産者責任法によっているので、地理的にその国で排出したGHGを当該国が IPCC

に報告することになっている。しかし、最近、カーボンリーケージ（炭素の漏れ）が大きな問題となっており、最終消費責

任法に基づく算定方法が注目を浴びている。 

カーボンリーケージとは、先進国が自国のGHG排出量を減らすため、排出原単位の大きい鉄鋼やセメントなどの製造業

を、削減義務のない途上国に移動させ、先進国自身のGHG排出量は減少させるものの途上国からの排出量は増加し全世界

的にはGHG排出量は少しも減少しないことをいう。このように生産者責任論に基づくGHG算定方法は、計測は容易では

あるが、カーボンリーケージを発生させる不都合な算定手法であることから、最終消費責任論に基づく算定方法が注目され

ている。 

簡単な例を表２に示す。今、生産者責任法で算定した場合、

CO2を20億ｔ排出している先進国Aと10億ｔ排出している

途上国Bがある。京都議定書に加入しているA国は排出量を減

らすため輸入で８億 t相当を輸入している。 

B 国は A 国に輸出する製品を生産するのに国内で８億ｔの

CO2を排出している。一方、A国も同様に、輸出品を生産するために２億ｔのCO2を排出している。この場合、消費者責

任法に基づいて算定すると、先進国Aは２６億ｔ、途上国Bは４億ｔとなる。先進国Aの排出量は生産者責任法より６億

ｔの増加となる。 

国立環境研究所の南斉氏は、最終消費責任基準に基づき、日本の貿易に伴うGHG排出量の収支を算定している※３。それ

によると、最終消費責任基準に基づく日本の国内最終需要により国内外で発生するGHGは、家計消費からの直接排出を含

めて 1,702Mt-CO2eq とされている。一方、生産者責任基準排出量は 1,419 Mt-CO2eq で最終消費責任基準のほうが

283 Mt-CO2eq 多い。消費者責任基準排出量のうち、国外排出量が569 Mt-CO2eq を占めている。主な国外排出誘発分

野は、石油製品（国内で使用する石油製品における海外における GHG 誘発分）、一般飲食店、非住宅建築、医療、衣服類

などとされている。 

同氏によれば、日本のように消費者責任基準の排出量が大きい国は、輸入による国外排出が輸出による国内排出を上回っ

ており、国際貿易の表現を借りれば“貿易赤字国”の状況であり、今後こうした貿易に伴うGHG排出に貨幣価値がつけば、

国の負債に直結するとし、炭素貿易赤字の解消には、生産者責任基準と消費者責任基準の排出量の均衡が条件であるとして

いる。 

 

３．農業農村整備の LCA における排出責任 

当部会が検討してきた農業農村整備のLCA（以下、NN-LCA）では、農業農村整備事業を整備した場合と整備しない場

合の GHG の比較を行っているが、これは、事業の整備段階、施設

の維持管理段階、営農段階などの各区分に従って積み上げて GHG

排出量を算定している。（表３） 

これは、事業実施主体の排出責任をより広く把握した結果と言え

る。一方、直接排出者を特定することも可能である。 

このように LCA では、直接排出にも間接排出にも対応でき、関

連する全ての環境影響を総合的に算定できるというメリットがある。 
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表２　生産者責任法と消費者責任法に基づく排出責任 百万ｔ-CO2

国名
国内排出

　（生産者責任）
うち輸出分 輸入分 消費者責任

先進国A 2,000 -200 800 2,600

途上国B 1,000 -800 200 400

表３　NN-LCAにおける直接・間接の排出者

直接排出者 間接排出者

整備段階の燃料消費 建設会社等 NN事業

整備段階の使用資材 メーカー等 NN事業

維持管理の燃料消費 土地改良区 NN事業

維持管理の使用資材 メーカー等 NN事業

営農時の燃料消費 農業者 NN事業

営農時の使用資材 メーカー等 NN事業

営農時の水田メタン 水田 NN事業
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